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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、エチオピア連邦民主共和国より技術協力の要請を受け、「オロミ

ア州マルチセクター計画・予算策定支援プロジェクト」を、2010年10月から2013年9月まで、3年

の計画で実施しています。 

今般、プロジェクトが中間時点を迎えるにあたり、プロジェクト活動の進捗状況、実績を整理・

確認をするとともに、プロジェクトについて評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の観点から評価を行うため、2012年7月29日から8月18日まで、中間レビュー調査を行い

ました。 

本報告書は、同調査団による協議結果及び評価結果を取りまとめたものであり、本プロジェク

トの計画見直しや運営体制の改善に資するとともに、今後のエチオピアの地方行政能力向上のさ

らなる発展を進めるうえでの指針となることを祈念します。 

最後に、本調査にご協力とご支援を頂いた内外関係者の方々に深い謝意を表します。 

 

平成24年11月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 入柿 秀俊 
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評価調査結果要約表 
 

１．要件の概要 

国名：エチオピア連邦民主共和国 案件名：オロミア州マルチセクター計画・予算策定支援プロ

ジェクト 

分野：経済政策―財政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：産業開発・公共政策部

行財政・金融課 

協力金額（評価時点）：3億8,800万円 

協力期間：2010年10月～ 

2013年9月（3年間） 
先方関係機関：オロミア州財務経済開発局（BoFED） 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）では、1995年の連邦国家設立以来、

地方分権化を促進しており、現在9州及び2特別都市が州政府としての機能をもち、予算策定・

予算執行に関し、自己裁量権限を有している。また連邦政府の憲法では、州政府は州に権限を

集中するのではなく、各レベルの組織において、市民に計画、実施、監査、評価に参加するた

めの権限が委譲されなければならないとしており、2002年以降は州から郡レベルへの大幅な財

政移管が開始された。 

本プロジェクトの対象地域であるオロミア州においては現在、州予算全体の約60％が郡レベ

ルに割り当てられており、郡の計画・予算策定能力強化がますます重要となっている。しかし

ながら、郡レベルの計画・予算策定能力はいまだに十分ではないほか、郡の能力を下支えする

ための実用的な郡計画・予算策定マニュアル/ガイドラインが存在しないなど、行政を支援する

立場にある州・県レベルの体制も不十分な状態にある。 

本プロジェクトはオロミア州財務経済開発局（Bureau of Finance and Economic Development：

BoFED）をカウンターパート（C/P）機関に、同州内の3県、6郡をパイロット郡として、2010年

12月から2013年11月までの3年間の予定で実施されている。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

州予算を包含した州・県・郡の計画・予算策定及びモニタリングモデルに見合った郡行

政官の能力が向上する。 

 

（2）プロジェクト目標 

州予算を包含した郡の計画・予算策定及びモニタリングモデルが構築される。 

 

（3）成果 

1）州予算を包含した郡の計画*・予算策定及びモニタリングガイドライン/マニュアル（案）

が策定される。（*年次計画） 

2）郡の計画・予算策定に必要な情報収集・蓄積・分析の方法が明確化される。 

3）ガイドライン/マニュアル案を踏まえたパイロット郡での計画・予算策定及びモニタリ

ングの成果・教訓が整理される。 

4）州・県におけるパイロット郡の計画・予算策定及び情報マネジメントにかかる支援機

能が確立される。 
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5）ガイドライン/マニュアル案を踏まえた州における予算策定メカニズムが見直される。 

6）州予算を包含した郡の計画・予算策定ガイドライン/マニュアル（案）を普及する体制が

整備される。 

 

（4）投入（中間レビュー時点） 

＜日本側＞ 

専門家派遣：11名（実施契約コンサルタント） 

機材供与：約2,217万円 

研修員受入れ：計14名参加 

現地活動費：（2010/12～2012/11）約4,192万円 

＜相手国側＞ 

C/P配置：13名 

施設提供：プロジェクト・オフィス2室 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

 団長/総括 辻 一人 埼玉大学/JICA国際協力客員専門員 

地方行政 

 

木全 洋一郎

 

JICAタンザニア事務所次長（アフリカ広域ガバナンス

担当） 

協力企画 薬師 弘幸 JICA産業開発・公共政策部 行財政・金融課 

評価分析 田中 秀和 三菱UFJリサーチ&コンサルティング㈱ 

調査期間 2012年7月29日～8月18日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果 

成果1：予算を包含した郡の計画*・予算策定及びモニタリングガイドライン/マニュアル（案）

が策定される。（*年次計画） 

ガイドライン/マニュアルは当初予定どおり、ドラフトが作成され、プロジェクト期間を

通じたワークショップやアクションプランからのフィードバックを通じて改訂作業が行わ

れている。しかしながら、本調査で実施した質問票の結果によれば、現行案の質に係る

BoFEDのC/Pの満足度は必ずしも一様ではない。それに対して、パイロット県と郡からは否

定的な評価は特に出ていない。したがって、今後はBoFEDとパイロット県・郡の評価内容

の妥当性、そして両者の評価結果が違う場合にその原因を究明し、それぞれのニーズを再

確認したうえで、本プロジェクトで作成されるガイドライン/マニュアルがオロミア州用に

カスタマイズされたツールと活用されるよう、それらの質を高める必要がある。 

 

成果2：郡の計画・予算策定に必要な情報収集・蓄積・分析の方法が明確化される。 

当初予定どおり、社会経済統計情報の項目が整理されたほか（38項目）、当該域内で実施

されているプロジェクト情報を収集するためのフォーマットが開発され、パイロット郡に

おいては同フォーマットが使用されている。本調査の結果、これら郡レベルの情報に係る

州のBoFEDのニーズが高いことが確認され、今後はBoFEDの活用を踏まえた情報項目の再

確認とこれに係る支援の必要性が確認された。 
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成果3：ガイドライン/マニュアル案を踏まえたパイロット郡での計画・予算策定及びモニタ

リングの成果・教訓が整理される。 

1年次においてパイロット郡が選定され、成果1によって作成されたガイドラインを活用

して、2011年6月から2012年6月までの間、4回にわたってワークショップ/研修が開催された。

同ワークショップのなかでは演習を課し、同演習結果のモニタリングは行われ、これに係

る成果、教訓はガイドラインの改訂に生かされている。 

しかしながら実際の郡の計画・予算及びモニタリング業務への摘要・活用状況について

は、エチオピア歴（EFY）2005年度1の計画がいまだにオロミア語で策定中ということもあ

り、中間評価時点ではプロジェクトとして未確認だった。したがって、実際の郡開発計画、

予算策定・モニタリングを踏まえた成果・教訓の整理には至っていない。 

 

成果4：州・県におけるパイロット郡の計画・予算策定及び情報マネジメントにかかる支援

機能が確立される。 

州及び県による郡に対する支援機能強化の一環として、州のC/P・スタッフ及び県の担当

スタッフがこれまでワークショップ等に参加し、その後パイロット郡に対する講師を務め

るなどの活動を通じて支援人材の育成が図られている。結果、質問票対象78名のうち93％

が州・県による支援機能が向上したと回答。また当初計画にはなかったが、①他セクター

情報、②他郡情報、③州（県）と郡間の情報共有のためのプラットフォームとして総合調

整会議の試行的導入が検討されている。 

今後はパイロット活動を通じて普及の準備（成果6）を進めるとともに支援機能について

も更なる活動の明確化と実施が必要である。 

 

成果5：ガイドライン/マニュアル案を踏まえた州における予算策定メカニズムが見直され

る。 

州における予算策定メカニズムについては、BoFEDと日本人専門家チームとの間で意見

交換が行われたが、本レビュー時点では州における予算策定メカニズムの見直しに係る具

体的な方向性を見出すに至ってない。これは州の予算制度の見直しには連邦レベルの関与

が不可欠であること、予算メカニズムの改訂に係る考え方が関係者間で必ずしも共有され

ていなかったことに起因すると思われる。 

係る状況を踏まえ、本調査においてエチオピア側及びJICA側で協議した結果、本プロジ

ェクトで構築をめざすモデルを「オロミア・モデル」として、その概念を計画策定過程改

善のためのプロセスモデルとしてとらえることと確認し、これに基づいて成果5のめざすべ

き内容を整理した。この結果、成果5では軸足をより郡におき、郡セクター事務所が州セク

ター部局に提出する（各種事業の）プロポーザルの質の向上を図ることにより、結果とし

て州の予算プロセス強化を図ることを狙うこととした。 

 

成果6：州予算を包含した郡の計画・予算策定ガイドライン/マニュアル案を普及する体制が

整備される。 

普及体制の整備は、ガイドライン/マニュアルのパイロット郡での適用とそのフィードバ

ックに基づいて実施される予定であるため、中間レビュー時点では特段の活動は行われて

いない（当初予定どおり）。 

 

                                                        
1 西暦2012年度 
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（2）プロジェクト目標 

プロジェクト目標：州予算を包含した郡の計画・予算策定及びモニタリングモデルが構築

される。 

中間レビュー時点では、エチオピア側及びJICA側双方の関係者は、プロジェクト目標が

いう「モデル」の具体的概念や内容を見いだすに至っていない。したがって、本調査実施

時点においてプロジェクト目標の達成の見通しは立っていない。 

係る状況を踏まえ、本調査で、本プロジェクトで構築をめざすモデルを「オロミア・モ

デル」としてBoFEDと協議し、プロジェクト目標の具体的な方向性が確認及び合意された。

同モデルにより、本プロジェクトで策定を進めているガイドライン/マニュアルの取り扱

いについては、郡における計画策定能力を高めるためのツールとして明確に位置づけられ、

オロミア州の独自のニーズに合致し、自らがオーナーシップをもって活用できるよう支援

することとした。また、オロミア・モデルは計画自体のモデルではなく、計画策定過程改

善のためのプロセスモデルであることが確認された。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトはエチオピア政府の地方分権化政策、権限が移譲された郡行政機関のニ

ーズ及び日本のODA政策に合致しており、またその手段も適切と認められることから引き

続き実施の妥当性は高い。 

 

（2）有効性 

現在までに郡の計画・予算策定及びモニタリングガイドライン/マニュアル（案）が策定

されているものの、プロジェクト目標で構築をめざしている「モデル」の概念や成果5「州

における予算策定メカニズム」の方向性が関係者間で見いだすに至ってないという点で、

プロジェクト目標の達成の進捗にやや遅れがみられる。その結果、有効性は限定的といえ

る。本調査時に「オロミア・モデル」としてモデル概念が整理・共有化されたことにより、

今後、プロジェクト目標を効果的に達成することが期待される。 

 

（3）効率性 

JICA及びオロミア州の本プロジェクトへの投入の量、質とタイミングに関しては、おお

むね予定どおり効率的に実施されている。BoFEDからの質問票の回答には、専門家チーム

が現地事情に通じていないのではないかとの指摘もあった。 

 

（4）インパクト 

現時点で上位目標の達成見通しを示すことは時機尚早と考えられる。一方で郡及び村を

巻き込んだボトムアップ方式の計画策定の導入は既にパイロット郡においてインパクトを

もたらしており、今後、州内全郡へ適用されれば地域社会経済へ正のインパクトは大きい

と考えられる。 

 

（5）持続性 

郡に対する権限移譲に係る制度面の持続性は確保されている反面、オロミア・モデルの

全郡への普及のためには、州政府による組織・財政面の整備、新たに取り組むテーマを含

めた普及人材の育成が肝要である。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

・BoFED C/Pの十分な配置 

13名が配置され、本邦研修、ワークショップ等にも積極的に参加している。各C/Pの時間的制

約はあるが、BoFEDの中枢スタッフがC/Pに登用されている。 

・郡及び市町村レベルでの理解促進 

郡レベルでのワークショップの開催により、参加型計画策定手法などの新たな手法の演習を

通じて、郡及び市町村レベルでの理解促進が図られた。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

・エチオピア側のリーダーシップの不足とエチオピア側及びJICA専門家チーム間の合意形成の

不備 

プロジェクト目標で構築がめざされている「モデル」の概念についてプロジェクト開始後、

関係者間で見いだすに至っていない。特に成果5の達成の支障となったほか、C/P及び専門家

間でめざすべき方向やプロジェクトの理解に食い違いが生じた。 

・本調査にて実施した質問票の結果（BoFED C/P13名、パイロット県及び郡の9名から回答）、

BoFEDのC/Pからの回答にはガイドラインの内容及び専門家のパフォーマンスに関する否定

的な評価（現地事情に明るくない点等）が含まれていた。パイロット県・郡からの回答に否

定的評価はなかった。この点については、BoFEDとパイロット県・郡の評価内容の妥当性、

そして両者の評価結果が違う場合にその原因を究明し、それぞれのニーズを再確認する必要

がある。 

 

３－５ 結論 

これまでの活動を通じてガイドライン/マニュアル案の策定（成果1）、情報収集方策の明確化

（成果2）、支援機能の強化（成果4）等、一定の成果を確認した。一方でガイドラインの質や収

集された情報の扱い方等については、先方政府のニーズや先方がめざしたい具体的な方向性を

必ずしも十分につかみきれていない状況である。州事業に対する本プロジェクトのアプローチ

（成果5）についても特段の進展はなかった。係る状況はプロジェクト開始後、本プロジェクト

が構築をめざすモデルの概念が不明確なまま目先の課題に重点をおいて活動してきたことに起

因するところが大きく、有効な「モデル」を構築する本プロジェクトの目標の達成に関しては

予断を許さない状況にある。 

今後は本調査期間中に確認されたオロミア・モデルの概念を念頭におき、日本側及びオロミ

ア側双方がコミュニケーションを十分に図る努力を行ったうえで、ガイドライン/マニュアルの

改善・カスタマイズ化、先方オーナーシップの醸成、情報収集・分析能力強化、郡による他リ

ソースへのプロポーザル能力強化等を図り、プロジェクト目標を達成することが期待される。

 

３－６ 主な合意内容 

上記調査結果を踏まえ、プロジェクト目標を達成するための方策とし、以下の事項について

合意した。 

 

（1）「モデル」の概念 

本プロジェクトがめざすモデル（オロミア・モデル）の概念を確認（4-3参照）。同概念に

基づき、ガイドライン/マニュアルはこのモデルを構築するために必要不可欠なプランニン

グツールであることを確認。 
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（2）実施体制 

＜エチオピア側＞ 

・ガイドライン/マニュアルがカスタマイズされ、モデルを普及させるためには、BoFEDの

C/Pのより一層のコミットメントが不可欠であることから、今後の実施体制として新たに

整理された5つのタスクに基づき、BoFEDの窓口担当C/Pを任命する（C/P担当表は付属2

ミニッツ内ANNEX6参照）。 

＜日本側＞ 

・JICAは現地人材のアドバイザーを雇用し、プロジェクト活動の質を確保するためにJICA

事務所、BoFED及びJICA専門家チームへの技術的な支援を行う（候補者については8月中

にBoFEDよりJICA事務所に対して連絡する）。 

 

（3）実施体制PDM及びPOの改訂 

・オロミア・モデルの概念に沿って付属資料1（PDM改訂版）のとおり改訂する（改訂内容

については本文4-4（7）参照）。 

 

（4）成果1達成のための重要事項 

JICA専門家チームはオロミア・モデルに基づいてガイドライン/マニュアルを改訂・増補

し、郡における計画策定に役立つカスタマイズされたプランニングツール群として開発す

る。改訂・補強が必要なガイドライン、マニュアルは以下のとおり。 

・Guideline 

・Manuals（Participatory Planning, 3-year rolling plan, Socio-economic data sheet, Project 

information sheet, Project proposal, Plan Marketing, SWOT Analysis method etc.） 

 

（5）成果2達成のための重要事項 

・BoFEDによる郡レベルのデータ・情報に対する明確なニーズを踏まえ、JICA専門家チー

ムはBoFEDのニーズ、とりわけデータ・情報の内容、精度、報告のタイミング、報告フ

ォーム（電子フォームを含む）について詳しいニーズを確認し、BoFEDと合意のうえで

データの内容について改訂する。 

・BoFEDにおいて収集した郡レベルの情報を集計及び分析するためのデータマネジメント

整備のニーズがあることを踏まえ、JICA専門家チームは汎用型の電子情報の集計・分析

システムの活用を念頭においた支援を検討する。 

・既に開発したプロジェクト情報シートと郡から州への既存の報告フォームとが並存する

問題については、その事務的負担を軽減するため、普及段階ではフォームの統一を図る

必要がある。 

 

（6）成果3及び成果4達成のための重要事項 

・JICA専門家チームはEFY2005及びEFY2006のパイロット郡の計画を分析し、ガイドライ

ン/マニュアルによって適用した計画手法の反映状況を確認し、これに係るフィードバッ

ク結果を改訂中のガイドライン/マニュアルに反映させる。 

・JICAはパイロット郡の計画策定活動を支援・モニターするうえで必要な県の活動を支援

するための方策を検討する（PC、移動費、日当の支援等）。 

・そのほか、郡における計画策定や村へのモニタリングのための機材としてPCやオートバ

イなどの交通手段が不足していることを確認。 
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（7）成果5達成のための重要事項 

成果5に関しては、その表記を下記のとおり改訂する。 

 

「ガイドライン/マニュアル案を踏まえた州における予算策定プロセスが強化される。」 

 

（8）成果6達成のための重要事項 

オロミア・モデルの普及のためには、開発されるガイドライン/マニュアルがカスタマイ

ズ化される必要がある。このため、日本人専門家チームはBoFEDと緊密に相談し、活用さ

れるガイドライン/マニュアルの作成を図る。 

 

（9）上位目標達成のための重要事項 

PDMの外部条件に示されているように、オロミア・モデルの普及のためにはBoFEDによ

るガイドライン/マニュアルの州内全郡への普及の承認、普及のための研修、予算措置など

が必要であり、これはBoFEDのイニシアティブによって進められる。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

「オロミア州マルチセクター計画・予算策定支援プロジェクト」（以下、「プロジェクト」と記

す）は、エチオピア政府の要請を受け、2010年10月から2013年9月までの3年の予定で国際協力機

構（JICA）がオロミア州財務経済開発局とともに実施している技術協力プロジェクトである。今

般、協力期間の中間を経過したことから、JICAの事業評価ガイドラインに基づき、中間レビュー

調査が実施された。本中間レビューは日本側とエチオピア側双方により行われた合同中間レビュ

ーである。 

 

１－２ 調査目的 

本中間レビュー調査の目的は以下のとおりである。 

 

（1）PDM及びPOに基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、アウトプット達成状況につ

いて確認する。 

（2）調査実施時点までのプロジェクト目標及びアウトプットの達成状況を確認するとともに、

事業実施上の課題及び問題点を抽出する。 

（3）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、エチオピア側レ

ビューメンバーとともに合同で中間レビューを行う。 

（4）上記（3）のレビュー結果に基づき、プロジェクト後半に向けた提案、助言を抽出する。 

（5）上記（1）から（4）のレビュー結果に基づいて、エチオピア側レビューメンバー、プロジ

ェクト専門家及びエチオピアのプロジェクト関係者と協議のうえ、協議結果についてエチ

オピア側と合意事項として協議議事録（M/M）に取りまとめる。 

 

１－３ 調査団の構成 

合同中間レビューチームは以下のメンバーで構成された。 

 

＜日本側＞ 

 担当分野 氏 名 所 属 

1 団長/総括 辻 一人 埼玉大学/JICA国際協力客員専門員 

2 地方行政 木全 洋一郎 JICA タンザニア事務所 次長（アフリカ広域ガバナンス担当）

3 協力企画 薬師 弘幸 JICA 産業開発・公共政策部 行財政・金融課 

4 評価分析 田中 秀和 三菱UFJリサーチ & コンサルティング（株） 

 

＜エチオピア側＞ 

 担当分野 氏 名 所 属 

1 総括 Mr. Alemayehu Sambi 
Core Process Owner, NGO Affairs, BoFED 

（C/P Member） 

2 メンバー Mr. Fekadu Debissa 
Planning and Budgeting Expert, BoFED 

（C/P Member） 
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１－４ 調査日程 

現地調査は2012年7月29日から8月18日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 
      辻団長 薬師 田中（評価コンサルタント） 木全 宿泊 

2012/7/29 日   

  

  

00:40 ジャカルタ発(EK359) 
05:30 ドバイ着 
10:30 ドバイ発(EK723) 
13:30 アジスアベバ着 

  

  

2012/7/30 月   
09:30 JICA エチオピア事務所打

合せ 
11:00 専門家チーム打合せ 

アジスアベバ

2012/7/31 火   09:00 BoFED との打合せ アジスアベバ

2012/8/1 水   
09:00 専門家チームとの打合せ
10:30 Jimma 県へ移動 

ジンマ 

2012/8/2 木   
09:30 Jimma 県 ZoFED 
14:45 Tiro Afeta 郡 AoFED 

ジンマ 

2012/8/3 金   
09:15 Gomma 郡 AoFED 
11:00 アジスアベバへ移動 

ジンマ 

2012/8/4 土   調査結果取りとまとめ アジスアベバ

2012/8/5 日   

10:50 パロ発 (KB140)
16:15 バンコク着 
21:20 バンコク発
(EK373) 

調査結果取りまとめ アジスアベバ

2012/8/6 月   

00:30 ドバイ着 
04:50 ドバイ発
(ET601) 
07:45 アジスアベバ着

調査結果取りまとめ 

アジスアベバ
14:00 団内打合せ 
16:00 専門家チーム打合せ 

17:05 ダルエスサラム発 
(ET804) 
19:50 アジスアベバ着 

2012/8/7 火   

09:30 団内打合せ 
10:30 JICA 事務所打合せ 
14:00 BoFED 協議/合同評価チーム打合せ 
16:00 専門家チーム打合せ 

アジスアベバ

2012/8/8 水   

07:00 East Shewa 県へ移動 
09:30 East Shewa 県 ZoFED 
15:00 Lume 郡 AoFED（郡） 
17:00 アジスアベバへ移動 

アジスアベバ

2012/8/9 木   

09:00 オロミア州農業局/教育局 
11:00 オロミア州保健局 
14:00 オロミア州道路局/水資源局 
16:00 団内打合せ 

アジスアベバ

2012/8/10 金   

09:00 世界銀行 
11:00 専門家チーム打合せ 
14:00 BoFED 
15:00 JICA 専門家チーム 

アジスアベバ

2012/8/11 土   
22:00 成田発 
(JL5095) 

調査報告書作成 アジスアベバ

2012/8/12 日   

03:50 ドバイ着 
10:30 ドバイ発 
(EK723) 
13:30 アジスアベバ着 

ミニッツ案作成 
アジスアベバ

17:00 団内打合せ 

2012/8/13 月   
09:30 団内打合せ 
10:30 JICA エチオピア事務所打合せ 
15:00 JICA 専門家チーム 

アジスアベバ

2012/8/14 火   
09:30 BoFED 
PM ミニッツ案作成 

10:30 アジスアベバ発 
(ET 805)  
13:25 ダルエスサラム着 

アジスアベバ

2012/8/15 水   
AM 団内打合せ 
14:00 専門家チーム打合せ 

  

アジスアベバ

2012/8/16 木   
08:00 ミニッツ協議 
17:30 ミニッツ署名 

アジスアベバ

2012/8/17 金   

09:00 JICA エチオピア事務所報告 
11:00 在エチオピア日本大使館報告 

アジスアベバ
16:10 アジスアベバ発 (EK724) 
21:10 ドバイ着 

2012/8/18 土   
02:50 ドバイ発 (JL5096)(EK318)  
17:35 成田着 

04:15 ドバイ発 (EK724)  
15:40 ジャカルタ着 
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１－５ 主要面談者 

（1）プロジェクトチーム 

1）日本人専門家 

薮田 仁一朗 総括 

三井 久明 副総括/計画・予算策定/モニタリング1 

石田 宗俊 計画・予算策定/モニタリング2 

藤田 良彦 情報マネジメント 

豊間根 則道 州・郡の連携 

大口 修平 地方計画/モニタリング1 

小林 由季 地方計画/モニタリング2 

守満 美紀 群プロジェクト計画強化 

 

2）カウンターパート（オロミア州財務経済開発局） 

Mr. Siraj Kedir Feyisa Bureau Head（C/P Project Director） 

Mr. Techome Negussie Deputy Head（C/P Project Manager） 

Mr. Dagne Lemma Core Process Owner, Data and Information 

Mr. Alemayehu Sambi Core Process Owner, NGO Affairs 

Mr. Tesema Bekele Planning and Budgeting Expert 

Mr. Lessanu Lejisa Planning and Budgeting Expert 

Mr. Fekadu Abebe Planning and Budgeting Expert 

Mr. Cheneke Fida Planning and Budgeting Expert 

Mr. Aschenaki Disasa Planning and Budgeting Expert 

Mr. Gudina Argeta Planning and Budgeting Expert 

Mr. Fekadu Debissa Planning and Budgeting Expert 

Mr. Yusuf Desri Planning and Budgeting Expert 

Mr. Gelama Gutema 

 

（2）その他関係機関 

1）オロミア州農業局 

Mr. Endalkachew Birhanu Planning and Budgeting Expert 

Mr. Desta Hordofa Planning and Budgeting Expert 

Mr. Ali Adem Planning and Budgeting Expert（Capital Investment） 

 

2）オロミア州教育局 

Mr. Yosef Ayele Planning and Project Process Owner 

 

3）オロミア州保健局 

Mr. Lemma Gutema Planning, Budgeting, Monitoring and Evaluation Core Process 

Owner 
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4）オロミア州水資源局 

Mr. Takele Mengesha Planning, Budgeting, Monitoring and Evaluation Core Process 

Owner 

 

5）オロミア州道路局 

Mr. Daniel Geleta Planning, Monitoring and Evaluation Expert 

 

6）ジンマ県 

Mr. Faruk Abadura Abakoyas Head of ZoFED 

Mr. Fekadu Belami Deputy Head of ZoFED 

Mr. Akib Aba Fogi ZoFED Expert 

Mr. Haliz Mohammed Education Department 

Mr. Elias Gudeta Health Department 

Mr. Solomon Alemu Water Department 

Mr. Tefera Beyene Agriculture Department 

 

7）ジンマ県チロアフェタ郡 

Mr. Teshomaa Chewaka Head of AoFED, Tiro Afeta district 

Mr. Akume Gobena  Sector Representatives from Health, Water, Road and Agriculture, 

Tiro Afeta district 

 

8）ジンマ県ゴマ郡 

Mr. Firaa Raayyaa Head of AoFED, Gomma district 

 Sector Representatives from Health, Education, Water, Road and 

Agriculture, Gomma district 

 

9）東ショワ県 

Ms. Lalise Guta Deputy Head, of ZoFED 

Mr. Abdisa Gemeda Planning and Budgeting Expert 

Mr. Derese Desalegn Planning and Budgeting Expert 

Mr. Tajudin Abubbeker Zonal Road Authority 

Mr. Bahru Denbel Water, Mineral and Energy Department 

Mr. Hazi Rabo Health Department 

 

10）東ショワ県ルメ郡 

Mr. Dawit Angassa Head of AoFED, Lume district 

Mr. Olana Fifesa Budget Plan and M&E Expert, Lume district 

Mr. Solomon Tasfaaye Budget Plan and M&E Expert, Lume district 

Mr. Zewdee Lele Road Sector, Lume district 

Mr. Demisse Endashaw Education Sector, Lume district 
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Ms. Diribie Girma Agriculture Sector, Lume district 

 

11）世界銀行 

Mr. Yoseph Abdissa Senior Social Protection Specialist 

 

12）JICA エチオピア事務所 

太田 孝治 所長 

晋川 眞 次長 

山下 英志 所員 

Mr. Yeshitila Amare Director, Technical Cooperation Division 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ プロジェクトの背景 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）では、1995年の連邦国家設立以降、

地方分権化が促進され、現在9州（ティグライ、アムハラ、アファール、オロミア、ソマリア、ベ

ルシャングル、南部諸民族州、ガンベラ、ハラール）と2特別都市（アディスアベバ、ディレダワ）

が州政府としての機能をもち、予算策定・予算執行に関し、自己裁量をもっている。また、2002

年以降は、州から郡レベルへの大幅な財政移管が開始され、これに対応するため、行政機構構造

改革が実施された。 

この結果、州レベルで財務経済開発局（Bureau of Finance and Economic Development：BoFED）

が、郡レベルにおいて郡財務経済開発局（Ana Office of Finance and Economic Development：AoFED）

が新たに設立された。上記財政移管によって郡は、予算・計画策定、予算執行に関し自己裁量を

もつことになり、州レベルでは、州配下の郡に対しいかに公平に資源を分配し、郡で実施される

開発をモニタリング、評価するかという新たな役割が発生した。 

オロミア州はエチオピア中央に位置し、4,000m級の冷涼高地から1,000m以下のリフトバレー半

乾燥地まで自然環境に富み、農業、牧畜業が主な産業である。人口（約2,970万人2）、面積（28万

4,537km2）はともに全国最大規模である。州内には県（ゾーン）、郡（アナ3）、村（ガンダ4）が行

政単位として存在する（なお、県は州の出先機関であり、議会をもたない）。同州においては、州

予算全体の約60％が郡レベルに割り当てられており、郡の計画・予算策定能力強化がますます重

要となっている。 

しかしながら、急速な財政移管に対し、郡行政組織の計画・予算策定、予算執行において、委

譲された権限・財源に見合う総合的な開発計画が策定できていない問題点が指摘されている。そ

の具体的な要因としては、資金制約（郡予算全体の約90％が経常予算へ配分）、人的資源にかかる

制約（公務員の低配置、高い離職率）、キャパシティにかかる制約（既存情報を活用した

evidence-basedな計画・予算策定が実施できていない）などが挙げられる。また、同時に郡レベル

の行政をサポートする州・県の体制も不十分であり、郡の能力を下支えするための包括的な州公

式の郡計画・予算策定マニュアル/ガイドラインが存在していないことも課題となっている。 

このような背景のもと、エチオピア政府はJICAに対して、オロミア州における郡の計画・予算

策定及びモニタリングに係るモデル構築を目的とする技術協力を要請し、JICAはこれを受けて、

技術協力プロジェクト「オロミア州マルチセクター計画・予算策定支援プロジェクト」を2010年

10月から2013年9月までの3年の予定で実施している。 

 

２－２ プロジェクトの概要（中間レビュー時点） 

（1）協力期間 

2010年10月～2013年9月（3年） 

 

                                                        
2 2010年7月（中央統計局推定値） 
3 オロミア語で郡の意味。アムハラ語ではワレダという。 
4 オロミア語で村の意味。アムハラ語ではカバレという。 
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（2）相手国機関 

オロミア州財務経済開発局 

対象3県（ジンマ県、アルシ県、東ショワ県） 

対象6郡〔ゴマ郡、チロアフェタ郡（以上ジンマ県）、ドドタ郡、リムビブロ郡（以上アル

シ県）、ルメ郡、ビショフト郡（以上東ショワ県）〕 

 

（3）プロジェクトの概要（当初計画5） 

1）上位目標 

州予算を包含した計画・予算策定及びモニタリングモデルに見合った州・県・郡の行政

官の能力が向上する。 

 

2）プロジェクト目標 

州予算を包含した郡の計画・予算策定及びモニタリングモデルが構築される。 

 

3）アウトプット 

① 州予算を包含した郡の計画*・予算策定及びモニタリングガイドライン/マニュアル（案）

が策定される。（*年次計画） 

② 郡の計画・予算策定に必要な情報収集・蓄積・分析の方法が明確化される。 

③ ガイドライン/マニュアル案を踏まえたパイロット郡での計画・予算策定及びモニタリ

ングの成果・教訓が整理される。 

④ 州・県におけるパイロット郡の計画・予算策定及び情報マネジメントにかかる支援機

能が確立される。 

⑤ ガイドライン/マニュアル案を踏まえた州における予算策定メカニズムが見直される。 

⑥ 州予算を包含した郡の計画・予算策定ガイドライン/マニュアル（案）を普及する体制

が整備される。 

 

（4）対象地域 

プロジェクトが対象とするパイロット県、郡の情報は表２－１のとおり。各郡の位置は巻

頭地図参照。 

 

表２－１ パイロット郡のプロファイル 

Zone Woreda 
Capital 

Town 

Area 

（km2） 
Kebele

Population 

（2008）

Pop 

Density
Characteristics 

Arsi 

Dodota Dhera 512 15 91,675 179
アダマとZone CapitalのAselaに挟

まれた都市近郊の農村地域 

Limu 

Bilbilo 
Benkoji 1,197 28 122,903 103

高地遠隔地にある農村地域。舗装

道路の接続なし。水の確保困難。

 

                                                        
5 本中間レビュー時に一部改訂。 
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Jimma 

Goma Agaro 767 39 262,835 343

Zone CapitalのJimmaから車で1時

間。 

コーヒー生産の中心地。比較的豊

か。 

Tiro 

Afata 
Dimtu 979 29 136,789 140

Zone CapitalのJimmaから車で1時

間。 

コーヒー生産地に近いがコーヒ

ー生産ができず、穀物や家畜を生

産。かなり貧しい。 

East 

Shewa 

Lume Mojo 744 41 106,147 143

アダマに近接する農村地域。

WoFEDの業務状況についてZone

各局の評価高い。 

Bishoftu 

Urban 
Bishoftu 40 9 143,202 3,580

アダマに次ぐZone第二の都市。

州の直轄地。商工業盛ん。 

Total   4,239 161 863,551 204  
出所：Oromia Region Profile 
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第３章 評価の方法 
 

３－１ 評価の枠組み 

本中間レビューはJICAの評価ガイドラインの下、プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）

手法により、現行のPDMに沿って次のステップを踏んで実施された。 

 

ステップ1：評価グリッドを作成し、レビュー方法につき確認。 

ステップ2：質問票の配布・回収を含むレビューに必要な情報の収集。 

ステップ3：プロジェクトの達成状況につきPDMに照らして確認し、R/Dに示されたインプット

の現状につき確認。 

ステップ4：プロジェクト達成への貢献・阻害要因につきプロジェクト・デザイン及び実施プ

ロセスを含み分析。 

ステップ5：5項目評価によりプロジェクト全体を評価。 

ステップ6：分析結果から勧告を抽出。 

ステップ7：関係者との間でレビュー結果を共有し、最終的なプロジェクトの方向性を確認。 

ステップ8：日本及びエチオピア双方の間で結果について合意。 

 

３－２ 評価5項目 

JICAのプロジェクト評価では、評価における価値判断の基準として、「評価5項目」を採用して

いる。評価5 項目とは1991 年に経済協力開発機構開発援助委員会（OECD-DAC）で提唱された開

発援助の評価基準であり、以下の5つの項目から成る。 

 

表３－１ DAC5項目による評価の視点 

妥当性 

（relevance） 

開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政

策・方針との整合性の度合い。 

有効性 

（effectiveness） 

開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 

（efficiency） 

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。

開発援助が期待される結果を達成するために最もコストのかからない

資源を使っていることを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用

されたかを確認するため、通常、他のアプローチとの比較を必要とす

る。 

インパクト 

（impact） 

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じ

る、正・負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他

の開発の指標にもたらす主要な影響や効果を含む。 

持続性（自立発展性） 

（sustainability） 

ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを

測る。開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならな

い。 
出所：新JICA事業評価ガイドライン（2010年6月） 
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３－３ 情報収集手段 

中間レビュー調査に必要な情報は以下の方法で収集した。 

 

表３－２ データ・情報収集手段及び情報源 

データ・情報収集手段 情 報 源 

既存資料のレビュー ・事前調査（実施協議）報告書、インセプション・レポート、事業進

捗報告書、その他プロジェクト関連資料 

・エチオピア政府関連資料 

・世界銀行、IMF、その他関連資料 

質問票調査 ・BoFEDカウンターパート（C/P） 

・パイロット県及び郡関係者 

・日本人専門家 

ヒアリング調査 ・BoFEDカウンターパート（C/P） 

・オロミア州セクター局関係者 

・パイロット県及び郡関係者 

・日本人専門家チーム 

・世界銀行カントリーオフィス 

・JICAエチオピア事務所 
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第４章 プロジェクトの実績 
 

４－１ 投入の実績 

４－１－１ 日本側の投入 

（1）日本人専門家派遣 

中間レビュー時点では合計11名の日本人専門家が投入されている。専門家は長期のアサ

インメントであるが、エチオピアでの現地滞在は1カ月から3カ月間の短期滞在を複数回繰

り返すかたちで派遣されている（ただし業務調整を除く）。専門家の所属先は国際開発センタ

ー（International Development Center of Japan：IDCJ）7名、及びコーエイ総合研究所（Koei 

Research Institute：KRI）4名であり、メンバー構成は表4-1のとおり。 

 

表４－１ 日本人専門家チーム 

 氏 名 担 当 所属先 

1 薮田 仁一郎 総括 IDCJ 

2 三井 久明 副総括/計画・予算策定/モニタリング1 IDCJ 

3 石田 宗俊 計画・予算策定/モニタリング2 KRI 

4 藤田 良彦 情報マネジメント KRI 

5 吉村 浩司 地方計画及び予算策定1 IDCJ 

6 桑原 準 地方計画及び予算策定2 IDCJ 

7 大口 修平 地方計画/モニタリング1 IDCJ 

8 小林 由季 地方計画/モニタリング2 KRI 

9 豊間根 則道 州・郡の連携 IDCJ 

10 守満 美紀 郡プロジェクト計画強化 KRI 

11 作増 良介 業務調整 IDCJ 

 

（2）現地サポートスタッフ 

プロジェクトチームには合計4名のエチオピア人サポートスタッフが雇用されている。う

ち3名は常勤でリサーチアシスタント2名、秘書1名であり、他に1名の非常勤スタッフがワ

ークショップ等開催時のアシスタントとして雇用されている（メンバー・リストはミニッ

ツ付属資料参照）。 

 

（3）機材供与 

供与機材は専門家チームの執務用機材とパイロット郡における業務用機材とで構成され

ている。前者は車両（3台）、ノートPC（5台）、プロジェクター、コピー機、後者はデスク

トップPC（9台）、ノートPC（6台）、プリンター（4台）、プロジェクター（2台）、ファック

ス機（3台）、デジタルカメラ（4台）及びPC周辺機器などであり、総額は2,217万円と報告

されている（機材リストはミニッツ付属資料参照）。 
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（4）現地活動費 

プロジェクトの現地での活動のための経費（一般業務費）はプロジェクト期間である3年

間の予算ベースで約4,192万円である。 

 

（5）本邦研修 

日本の地方自治体における計画策定、予算編成をテーマとした本邦研修がこれまで2回実

施されており、BoFED及びパイロット県及び郡から合計14名のカウンターパート（C/P）が

参加した。 

・2011年8月19日～9月2日（15日間）：C/P 5名参加 

・2012年4月13日～28日（16日間）：C/P 9名参加 

 

表４－２ 本邦研修参加者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－１－２ エチオピア側の投入 

（1）C/Pの配置 

実施機関であるBoFEDからは表4-3に示す14名がC/Pとして配置されている。C/Pチームの

長はBoFEDの局長がプロジェクト・ダイレクターとして担当し、その他のC/Pメンバーはそ

れぞれBoFEDの日常業務を兼務している。 

 

研修期間 参加者名 所属、肩書

1 Mr. Fekadu Abebe Gejea Planning and budgeting expert, BoFED
2 Mr. Lessanu Lejissa Nemera Planning and budgeting expert, BoFED
3 Mr. Bedlu Tsehay Mekonnen Head, East Shewa ZoFED 
4 Mr. Kebebe Yadetie Balcha Head, Arsi ZoFED

(旅程を含む） 5 Mr. Faruk Abadura Abakoyas Head, Jimma ZoFED
1 Mr. Dagne Lemma Director, Data and information preparation and

dissemination Core Process, BoFED

2 Mr. Gelana Gutema Planning and budgeting expert, BoFED
3 Mr. Yusuph Dersi Planning and budgeting expert, BoFED
4 Mr. Fira Raya Head, Goma AoFED, Jimma Zone

(旅程を含む） 5 Mr. Seid Bedewi Deputy Haed, Tiro Afeta AoFED, Jimma Zone
6 Mr. Mohammed Nurie Head, Limu Bilbilo AoFED Jimma Zone
7 Mr. Woldemichael Gergisso Head, Dodota AoFED, Arsi Zone
8 Mr. Dawit Angassa Head, Lume AoFED, East Shewa Zone
9 Mr. Amare Degefa Head, Bishoftu AoFED, East Shewa Zone

2011年8月19日
～9月2日

2012年4月13日
～28日
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表４－３ BoFED C/Pチーム 

 氏 名 C/Pチームにおける役割（BoFEDでの役職） 

1 Siraj Kedi Project Director（Head of BoFED） 

2 Teshome Negussie 
Project Manager（Deputy Head and Core Process Owner, Planning 

and Budgeting） 

3 Dagne Lemma 
Member（Core Process Owner, Data and Information Preparation and 

Dissemination） 

4 Tamane Atomsa Member（Core Process Owner, M&E） 

5 Alemayehu Sambi Member（Core Process Owner, NGO Affairs） 

6 Tesema Bekele Member〔Planning and Budgeting Expert（Macro Planning）〕 

7 Lessanu Legisa Member〔Planning and Budgeting Expert（Education）〕 

8 Fekadu Abebe Member〔Planning and Budgeting Expert（Agriculture）〕 

9 Cheneke Fida Member〔Planning and Budgeting Expert（Road）〕 

10 Aschenaki Disasa Member〔Planning and Budgeting Expert（Health）〕 

11 Gudina Argeta Member〔Planning and Budgeting Expert（Water）〕 

12 Fekadu Debisa Member（Planning and Budgeting Expert） 

13 Tesfa Kejela Member〔Planning and Budgeting Expert（Ana Block Grant）〕 

14 Yusuf Dersi Member（Planning and Budgeting Expert） 

 

（2）プロジェクト・オフィス 

BoFEDの7階に日本人専門家チームのための執務室（2室）が確保され、付帯する家具及

び電気等が提供されている。 

 

４－２ 成果の達成状況 

成果1：州予算を包含した郡の計画*・予算策定及びモニタリングガイドライン/マニュアル（案）

が策定される。（*年次計画） 

（1）概要 

ガイドライン/マニュアルは当初予定どおり、ドラフトが作成され、プロジェクト期間を通

じたワークショップやアクションプランからのフィードバックを通じて改訂作業が行われて

いる。しかしながら、本調査で実施した質問票の結果によれば、現行案の質に係るBoFEDの

C/Pの満足度は必ずしも一様ではない。それに対して、パイロット県と郡からは否定的な評価

は特に出ていない。したがって、今後はBoFEDとパイロット県・郡の評価内容の妥当性、そ

して両者の評価結果が違う場合にその原因を究明し、それぞれのニーズを再確認したうえで、

本プロジェクトで作成されるガイドライン/マニュアルがオロミア州用にカスタマイズされた

ツールと活用されるよう、それらの質を高める必要がある。 

 

（2）状況 

中間レビュー時点ではガイドラインの第4次ドラフト（Version2.1）が作成されている。この
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ガイドライン案は、郡における計画、予算、モニタリング、評価及び情報管理（Planning, 

Budgeting, Monitoring and Evaluation and Information Management：PB-MEIM）の手順を8段階の

ステップによって説明している（英文のみ）。同ガイドライン案は2011年4月のキックオフ・

ワークショップ以来、プロジェクトのテクニカル・コミッティとワークショップにおいて数

回議論されてきた。また、このガイドライン案に沿った計画策定エクササイズがパイロット

県及び郡で試行的に実施されており、村落（ガンダ）の参加による計画策定の機会を提供し

た。また、同ガイドライン案では、州と県の役割や、郡レベルでの情報収集を目的とした社

会経済統計情報や進行中の開発プロジェクト情報を収集するためのフォーマットが示されて

いる。このほか、上記ガイドライン案に加え、ガイドライン利用者向けにより実務的な基礎

知識を提供するマニュアル案が作成段階にある。同マニュアルは、ガイドラインに沿って計

画・予算策定が実施されるために実務的な基礎知識を提供するために準備されており、比較

的異動が多い郡の担当者及び将来的に全州の郡へ展開する際に活用されることが期待されて

いる。 

上記のとおり、ガイドライン案及びマニュアル案は当初予定どおり作成・改訂作業が行わ

れているが、本調査が実施した質問票によれば、パイロット県及び郡関係者の評価が高い一

方で、BoFEDのC/Pからは上記ガイドライン案の内容に関して複数の批判的コメントが散見さ

れた。これは、同ガイドライン案に対してまだエチオピア側の意見が十分反映されておらず、

更なる改善の余地があることを示している。また、当初本プロジェクトで想定されていたガ

イドライン/マニュアルは郡での計画・予算策定作業に直接使用するものであったが、これま

でのところ、ガイドライン案は模範的手法を示すテキスト的な位置づけにとどまっていると

推測される6。これは現行の郡開発計画のフォーマットに起因する部分もある。今後はBoFED

とパイロット県・郡の評価内容を改めて検証し、それぞれのニーズを再確認したうえで、本

プロジェクトで作成されるガイドライン/マニュアルが郡レベルでの計画策定プロセスを強化

するためのオロミア州用にカスタマイズされた「ツール」として準備・貢献することが本調

査によって日本・エチオピア双方で確認された。 

 

表４－４ BoFED C/Pによるガイドライン/マニュアルに関する質問票への回答とコメント 

 設問：成果1（ガイドライン/マニュアル）について、これまでの達成状況は？ 

（4段階選択回答） 

No. Remarks 回答数 

1 Very effective  1 

2 Effective to some extent 11 

3 Not so much effective so far  1 

4 Not effective at all  0 

（コメント（原文のまま）） 

                                                        
6 本調査実施時点では、郡に対するガイドライン研修後に作成されたEFY2005年の開発計画の内容は確認できていない（正式承

認される段階ではなかったこと、ドラフト版がオロミア語で作成されていることなどが理由）。しかしながら、パイロット郡

の行政官や専門家からのヒアリングによれば現行の郡開発計画のフォーマットによる制約により、ガイドライン案を計画にそ

のまま反映させるのは難しいとのコメントがあった。 
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 Description 

1. Much effort have been ma de to develop the draft manual with BOFED Team 

2. 
The draftred gu idel ine and manuals lack experience particularly local experience. 

The Japanese experts may be good in the context of developed planning system 

3. 
Because the manual and guideline so far produced is not clear and workable 

documents 

4. 
They have already produced the draft guideline/ manual. However, regional budgeting 

is not part of this guideline/ manual 

5. 
Much effort is required from both sides, especially the project, so that it will be more 

effective 
 

 

成果2：郡の計画・予算策定に必要な情報収集・蓄積・分析の方法が明確化される。 

 （1）概要 

当初予定どおり、社会経済統計情報の項目が整理されたほか（38項目）、当該域内で実施さ

れているプロジェクト情報を収集するためのフォーマットが開発され、パイロット郡におい

ては同フォーマットが使用されている。本調査の結果、これら郡レベルの情報に係る州の

BoFEDのニーズが高いことが確認され、今後はBoFEDの活用を踏まえた情報項目の再確認と

これに係る支援の必要性が確認された。 

 

 （2）状況 

郡レベルでの情報収集の質を強化するために、プロジェクトでは既に次の2種類のデータフ

ォーマットを開発した〔ガイドライン案（Version2.1）に添付済〕。 

 

1）社会経済情報フォーマット（38の社会経済指標） 

2）プロジェクト情報フォーマット 

 

これらのフォーマットは既にパイロット郡における情報収集の際に適用され、情報の蓄積

が行われている。ただしプロジェクト情報フォーマットはAoFEDが行うBoFEDへの正式な報

告フォーマットと異なるため、現在は既存フォーマットと本プロジェクトによって導入され

たフォーマットが併存している状況も確認された7。 

本調査において、郡レベルの上記情報についてはAoFEDのみならず、BoFEDにも高いニー

ズがあることが確認された。郡レベルの社会経済情報はBoFEDが郡への交付金（ブロックグ

ラント）予算の配賦を計算する際に使用する経済社会データがより正確で信頼でき、かつ一

貫性のあるデータとして活用できるメリットがある。また同データはBoFEDが州事業予算を

セクター部局へ配分する際の参考情報としても有効に活用できる。これらBoFEDのニーズを

踏まえ、既存PC等の情報インフラを前提としてAoFEDからBoFEDへの情報の受け渡しや

BoFEDによる情報活用を効果的に行うための支援の必要性が認められた。 

                                                        
7 BoFEDは2種類のフォーマットが併存していることの弊害について認知し、今後、成果の普及段階においてフォーマットを統

一していく必要があることは認識している。 
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このほか、プロジェクト開始当初、情報システムに関しては、イタリアの技術協力によっ

て情報管理システムが構築されるとの話もあったが、現在進行中のイタリアによる情報シス

テム協力は地図情報に多種類のデータを表示するシステムのモデル開発であり、BoFEDが求

めている郡レベルの基礎情報を収集・分析するシステムとは異なっていることがBoFED局長

との面談で確認された。 

 

成果3：ガイドライン/マニュアル案を踏まえたパイロット郡での計画・予算策定及びモニタリン

グの成果・教訓が整理される。 

 （1）概要 

1年次においてパイロット郡が選定され、成果1によって作成されたガイドラインを活用し

て、2011年6月から2012年6月までの間、4回にわたってワークショップ/研修が開催された。同

ワークショップのなかでは演習を課し、同演習結果のモニタリングは行われ、これに係る成

果、教訓はガイドラインの改訂に生かされている。 

しかしながら実際の郡の計画・予算及びモニタリング業務への摘要・活用状況については、

エチオピア歴（EFY）2005年度8の計画がいまだにオロミア語で策定中ということもあり、中

間評価時点ではプロジェクトとして未確認だった。したがって、実際の郡開発計画、予算策

定・モニタリングを踏まえた成果・教訓の整理には至っていない。 

 

 （2）状況 

2011年6月～2012年6月までの間に①「ガイドライン/マニュアル作成のための郡・ガンダ行

政官研修」（2011年6月）、②「ガイドライン/マニュアルの普及のための郡・ガンダ行政官研修」

（2011年8月）、③「改訂されたガイドライン/マニュアルに基づく研修」（2011年12月）、④「ア

クションプラン実施の経験共有、年次計画策定研修」（2012年5月）等、成果1で作成されたガ

イドラインのドラフトに基づき、情報収集、計画策定手順等に係る研修/ワークショップが開

催された。これらの研修により、州、郡、ガンダ行政官の能力向上が図られたほか、研修の

一環として行われた演習（アクションプラン）の実施及びこれに係るモニタリング結果を踏

まえてガイドラン/マニュアルが改訂された。なお、上記モニタリングにより、すべてのパイ

ロット郡において、ガイドライン案に沿った計画策定のエクササイズが行われていることが

確認されている。また、2012年5月に実施された4回目のモニタリング・ワークショップの結

果、実施されるべきアクションはおおむね実施されたと評価され、特に優れた事例（Good 

Practice）も確認されている。これまでのところ、パイロット・アクションの下でカバーされ

た内容は、次の7つのモジュールとしてまとめられている。①州・県による支援、②戦略的計

画、③情報、④村落（ガンダ）での計画、⑤分析及び優先順位、⑥予算と計画マーケティン

グ、及び⑦モニタリング・評価（M&E）。 

しかし、上記の活動は郡での計画策定作業の一環として実施されているのではなく、あく

までも演習として郡で実施されたものである。実際の計画策定プロセスへのガイドライン/マ

ニュアルの反映状況については、パイロット郡のEFY 2005年の計画の内容を評価する必要が

あるが、ドラフト版がオロミア語で作成されたばかりであったこともあり中間レビューの時

                                                        
8 西暦2012年度 
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点では未確認の状態だった。 

成果3の達成については、上記演習を踏まえたフィードバックとともに、今後EFY2005年度

及び今年度作成するEFY2006年度のパイロット郡における郡開発計画の内容を確認し、同フィ

ードバックの結果を踏まえてガイドライン/マニュアルによる成果と教訓を整理する必要があ

る。 

 

成果4：州・県におけるパイロット郡の計画・予算策定及び情報マネジメントにかかる支援機能

が確立される。 

 （1）概要 

州及び県による郡に対する支援機能強化の一環として、州のC/Pスタッフ及び県の担当スタ

ッフがこれまでワークショップ等に参加し、その後パイロット郡に対する講師を務めるなど

の活動を通じて支援人材の育成が図られている。結果、質問票対象78名のうち93％が州・県

による支援機能が向上したと回答。また当初計画にはなかったが、①他セクター情報、②他

郡情報、③州（県）と郡間の情報共有のためのプラットフォームとして総合調整会議の試行

的導入が検討されている。 

今後はパイロット活動を通じて普及の準備（成果6）を進めるとともに支援機能についても

更なる活動の明確化と実施が必要である。 

 

 （2）状況 

州と県によるパイロット郡への支援機能については、ガイドライン案（Version2.1）では次

の3項目が示されている。 

1）研修の実施とガイドラインの改訂 

2）PB-MEIMプロセスのモニタリング支援 

3）州・郡の間の連携 

将来の普及段階での研修用トレーナー及び講演者の人材育成については、BoFEDのC/Pメン

バーのなかに、既に県と郡でのワークショップへの参加を通じて経験を獲得している者がい

る。テクニカル・コミッティとワークショップへのBoFED C/Pの出席率がかなり高いことが報

告されており、この観点からは経験は広く共有されていることが示唆される。さらに、県及

び郡のスタッフのなかには、郡及び村落での計画予算策定作業のためのトレーナーとしての

経験者が育ちつつある。この結果、質問票対象78名のうち93％が州・県による支援機能が向

上したと回答している。また州と県による支援により、成果3で実施したアクションプラン作

成過程において必要な情報項目のうち、74.5％（6郡平均）の情報が収集できていることが確

認された。 

このほか、本プロジェクトの実施過程において州と県及び郡との間の調整機能として、総

合調整会議の導入がプロジェクトより提案された。これは①異なるセクター間の情報、②周

囲の郡間の情報、そして③州（県）と郡の間の情報の共有を深めることが目的とされ、結果

より質の高い分析を踏まえた開発計画を策定することを狙いとしている。なお、同会議は中

間レビュー時点では未実施であったが、2012年8月には東ショワゾーンで試行的な総合調整会

議が開催されることになっている。 

成果4の達成については現時点で一定の成果が確認されながらも、総合調整会議等新たな試
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みをも開始されており、引き続き今後のプロジェクト活動のなかでその成果の状況を確認す

る必要がある。 

 

成果5：ガイドライン/マニュアル案を踏まえた州における予算策定メカニズムが見直される。 

 （1）概要 

州における予算策定メカニズムについては、BoFEDと日本人専門家チームとの間で意見交

換が行われたが、本レビュー時点では州における予算策定メカニズムの見直しに係る具体的

な方向性を見いだすに至ってない。これは州の予算制度の見直しには連邦レベルの関与が不

可欠であること、予算メカニズムの改訂に係る考え方が関係者間で必ずしも共有されていな

かったことに起因すると思われる。 

係る状況を踏まえ、本調査においてエチオピア側及びJICA側で協議した結果、本プロジェ

クトで構築をめざすモデルを「オロミア・モデル」として、その概念を計画策定過程改善の

ためのプロセスモデルとしてとらえることと確認し、これに基づいて成果5のめざすべき内容

を整理した。この結果、成果5では軸足をより郡におき、郡セクター事務所が州セクター部局

に提出する（各種事業の）プロポーザルの質の向上を図ることにより、結果として州の予算

プロセス強化を図ることを狙うこととした。これにより、成果5及びこれに係る活動について

は以下のとおり改訂することとし、BoFEDと合意した。 

 

・成果5（改訂） 

「ガイドライン/マニュアル案を踏まえた州における予算策定プロセスが強化される。」 

 

・活動（改訂） 

5-1 既存の州計画・予算策定プロセスをレビューし、課題を抽出する。 

5-2 プロポーザル策定研修を実施する。 

5-3 州政府に対するプロポーザル提出を支援する。 

 

成果6：州予算を包含した郡の計画・予算策定ガイドライン/マニュアル案を普及する体制が整備

される。 

普及体制の整備は、ガイドライン/マニュアルのパイロット郡での適用とそのフィードバックに

基づいて実施される予定であるため、中間レビュー時点では特段の活動は行われていない（当初

予定どおり）。 

 

４－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：州予算を包含した郡の計画・予算策定及びモニタリングモデルが構築され

る。 

中間レビュー時点では、エチオピア側及びJICA側双方の関係者は、プロジェクト目標がいう「モ

デル」の具体的概念や内容を見いだすに至っていない。したがって、本調査実施時点においてプ

ロジェクト目標の達成の見通しは立っていない。係る状況を踏まえ、本調査で、本プロジェクト

で構築をめざすモデルを「オロミア・モデル」としてBoFEDと協議し、プロジェクト目標の具体

的な方向性が確認及び合意された（以下、参照）。同モデルにより、本プロジェクトで策定を進め
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ているガイドライン/マニュアルの取り扱いについては、郡における計画策定能力を高めるための

ツールとして明確に位置づけられ、オロミア州の独自のニーズに合致し、自らがオーナーシップ

をもって活用できるよう支援することとした。また、オロミア・モデルは計画自体のモデルでは

なく、計画策定過程改善のためのプロセスモデルであることが確認された。 

更にガイドライン/マニュアル案の全国普及に係る制度的基盤整備のために同案の州Cabinetへの

提出が指標として設定されていたが、州政府による承認はBoFEDの権限で行うことが可能である

ことが確認され、これに基づいてPDMの指標を改訂した。 

今後は上記の考え方に基づいてガイドライン/マニュアルを整備し、全国普及に向けてBoFEDの

正式承認を得ることをめざしてその質の向上を図っていく必要がある。 

 

 （1）オロミア・モデルの概念 

「オロミア・モデル」とは郡が自らの予算を活用した計画策定能力向上を図るための計画

策定過程改善（プランニング）のプロセスである。また同モデルは州のセクター局による事

業やNGO、ドナー等の他リソースを確保するためのプロジェクト/予算申請の質の向上にも貢

献する。また、郡レベルにおける上記プロセスを通じて結果的に州政府による効果的・効率

的な予算配分にも貢献するものである。 

 

オロミア・モデルによるプランニングプロセスの基本原則は以下のとおり。 

 

1）正確な情報 

住民ニーズ、社会経済統計情報、実施中のプロジェクト情報等に係る正確な情報収集の能

力強化 

 

2）中・長期的ビジョン 

中・長期的ビジョンに基づく計画づくり 

 

3）セクター横断的視点 

セクター横断的視点に基づいた開発事業の優先順位の選定 

 

4）郡以外のリソースの活用に係る調整 

州事業によるプロジェクトやその他NGO/ドナーによるプロジェクト等、他リソースによる

事業の獲得に係る能力強化 

 

5）州政府との情報共有 

BoFEDによる計画策定・優先順位づけや予算配分に有効活用するための質の高いデータの

活用 

 

※本プロジェクトはパイロット郡において上記モデルを効果的に構築するために、各種研修、

実務的ツールと機会*を提供する。 同モデルが構築された後、プロジェクトは普及に係る

体制整備を行う。 
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図４－１ オロミア・モデル概念図 

 

* 本プロジェクトでは「総合調整会議」の導入を試みる。同会議には、郡財務経済開発局（AoFED）、

州計画局（Zonal Office of Finance and Economic Development：ZoFED）及び、各レベルのセクター

担当者が参加する予定。同会議を通じて、①各セクター間、②周辺郡間、③州（県）と郡間の情

報共有及び必要な調整を図ることをめざす。 

 

４－４ プロジェクトの実施プロセス 

（1）プロジェクト活動 

プロジェクト活動はPDMとPOに従って実行され、2年次には次の活動が当初の活動に追加された。 

 

1）州と郡の間の連携に関する調査 

2）プロジェクト提案書策定能力強化のための現地研修 

3）プロジェクト財源確保のためのマーケティング 

4）連邦政府レベルの予算配賦の調査 

 

この追加的活動に対応するため、日本人専門家チームは当初の9名から11名へ増員された。 

 

（2）プロジェクトの管理・運営 

プロジェクト管理の上位組織である合同運営委員会（Joint Steering Committee：JSC）は、こ

れまで3回開催された。また、テクニカル・コミッティはこれまで4回開催され、プロジェク

トの進捗報告、実施上の技術的な問題及びプロジェクトの今後の進め方について情報を共有

AoFED プランニング

セクター局BoFED

セクター横断的

情報

セクター横断的

情報

ANA 各セクタープランニング

予算申請

セクター情報

外部リソース 住民ニーズ
社会経済

情報

プロジェクト

情報

長期的・中期的

ビジョン

カスタマイズされた

プランニングツール
(ガイドライン/マニュアル)

・ガイドラン

・マニュアル

‐住民参加型計画策定 ‐ 3ヶ年ローリングプラン

‐社会経済情報シート ‐プロジェクト情報シート

‐プロジェクトプロポーザル ‐ マーケティングフェア

‐ SWOT 分析手法 等

予算配分

予算配分

*周辺郡との連携

プロジェクトプロポーザル

/各種調整

総合調整会議

プロジェクト

実施

プロジェクト

申請

予算配分

（ブロックグラント）

社会経済情報、

プロジェクト情報

県（Zone）
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し関係者の議論が行われた。本プロジェクトの技術移転活動は、BoFED、州セクター局、パ

イロット県及び郡を主な関係先として展開されている。また、パイロット郡でのプロジェク

ト・インプットの進捗モニタリングは、プロジェクト・メンバーがBoFEDのC/Pとともに、各

パイロット県及び郡を訪問し実施されている。 

 

（3）プロジェクト関係者とのコミュニケーション 

プロジェクト関係者、とりわけ受益者である県や郡とのコミュニケーションは頻繁な訪問、打

合せ、電子メール、電話を通じて行われている。一方、世界銀行及びイタリアのような他の援助

機関及び、他の官庁（連邦政府あるいはオロミア州）とのコミュニケーションは限定的である。 

 

（4）技術移転の方法 

C/Pスタッフへの技術移転は、本邦及びエチオピア国内での研修プログラムへの参加を含む

プロジェクトの諸活動を通じて図られている（添付研修及びワークショップ・リストはミニ

ッツ付属資料参照）。また、C/Pはパイロット郡を対象としたワークショップに講師として参

加し、さらにガイドライン案の改訂のためのコメント提示という形でもプロジェクトに貢献

している。しかしながら、C/Pは各自の本来業務である計画・予算策定のため多忙であり、プ

ロジェクトのために提供する時間は限定的である。 

 

（5）人材の配置 

プロジェクトは日本人専門家（11名）、BoFEDのC/P（BoFED局長、同副局長及び12名のメ

ンバー）及びプロジェクト雇用のローカル・サポート・スタッフ（4名）が日常のプロジェク

ト活動を担っている。日本人専門家は常駐ではないが、各人の業務に応じて数週間程度のエ

チオピア滞在を繰り返す日程で現地業務をこなしている。また、BoFEDのC/Pも日常的に彼ら

の本来業務を抱えているため、プロジェクト活動へはテクニカル・コミッティ、ワークショ

ップ等への参加が主となっている。 

 

（6）日本人専門家チームのパフォーマンス 

中間レビューチームによって実施された質問票調査に対するBoFED C/Pからの回答のなか

には、日本人専門家チームのパフォーマンスに対して批判的なコメントが含まれていた。同

コメントは、日本人専門家の現地事情及び現地語への不慣れ、専門的経験によるプロジェク

ト・インプットの不足などの面の指摘がなされている。 

 

表４－５ BoFED C/Pによる日本からの投入への回答とコメント 

設問：日本からの投入（専門家、機材、研修など）について、どう評価するか？ 

（3段階選択回答） 

No. Remarks 回答数 

1 Very Good  2 

2 Good 11 

3 Poor  0 
（コメント（原文のまま）） 
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 Description 

1. 
It is a bit less than to say good. Projects should enhance capacities sufficiently in 

training, equip supply and others. 

2. 
Experts are so committed. However, some of them seem to have no professional 

experience in the subject area. 

3. Expert quality in most cases should be improved and given due attention. 

4. 
So many opinions. They are supplying experts, equipments, training and other 

activities. They are very interested in giving support for rural areas. 
 

 

（7）PDMの改訂 

中間評価時点でのPDMはプロジェクト開始前の2010年8月のR/D締結時にBoFEDとJICAの

間で合意されたPDM（オリジナル・バージョン）であった。今回の中間レビューで見直しを

行い、下記の点に関してそれぞれのPDMの該当箇所を改訂することが合意された。主な修正

点は以下のとおり。 

 

1）上位目標 

本調査において整理されたオロミア・モデルの考え方に基づき、表現を下記のとおり改

めた。 

改訂前 

 

州予算を包含した郡の計画・予算策定及びモニタリングモデルに見合った郡行

政官の能力が向上する。 

改訂後 

 

郡による資金のほか、州政府及びその他リソースを活用した計画・予算策定及

びモニタリングモデルに見合った州、県、郡行政官の能力が向上する。 

 

2）プロジェクト目標 

プロジェクト目標に関しても、上記の趣旨で表現を下記のとおり改めた。また、プロジ

ェクト目標の指標1及び指標2に当初のPDMではオロミア州Cabinetの承認という記述があっ

たが、BoFEDの権限により、ガイドライン/マニュアルの州としての組織承認がなされるこ

とが確認されたのでその部分の記述を改めた。 

改訂前 州予算を包含した郡の計画・予算策定及びモニタリングモデルが構築される。

改訂後 

 

郡による資金のほか、州政府及びその他リソースを活用した計画・予算策定及

びモニタリングモデルが構築される。 

 

3）プロジェクト目標：指標1 

改訂前 

 

ガイドライン/マニュアルのFinal Draftをオロミア州Cabinetに提出する準備がさ

れる。 

改訂後 

 

正式な承認のためにガイドライン/マニュアルのFinal DraftをBoFEDに提出する

準備がされる。 
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4）プロジェクト目標：指標2 

改訂前 

 

ガイドライン/マニュアル（案）をオロミア州内全郡に展開するために必要な予

算、体制及びビジネスプロセスにかかる計画をオロミア州Cabinetに提出する準

備がされる。 

改訂後 

 

ガイドライン/マニュアル（案）をオロミア州内全郡に展開するために必要な予

算、体制及びビジネスプロセスにかかる計画をBoFEDに提出する準備がされる。

 

成果1 

成果1の記述に関しても上位目標及びプロジェクト目標の記述に平仄を合わせ、下記のとお

り改訂した。 

改訂前 

 

州予算を包含した郡の計画*・予算策定及びモニタリングガイドライン/マニュア

ル（案）が策定される。（*年次計画） 

改訂後 

 

郡による資金のほか、州政府及びその他リソースを活用した計画・予算策定及

びモニタリングガイドライン/マニュアル（案）が策定される。 

 

成果3：指標2 

本調査で整理されたオロミア・モデルの概念に基づき、成果3においてパイロット郡での計

画・予算策定へのガイドライン/マニュアル（案）の活用とその結果を確認することを確実に

するため、外部リソースを獲得するための活動を指標として新たに下記のとおり加えた。 

改訂前 （なし） 

改訂後 

 

パイロット郡のNGOやドナー等の外部リソースに対するプロポーザル数 

（情報の入手手段：パイロット郡におけるプロポーザルの記録） 

 

成果5 

本調査で整理されたオロミア・モデルの概念に基づき、下記の改訂を行った。 

改訂前 

 

ガイドライン/マニュアル（案）を踏まえた州における予算策定メカニズムが見

直される。 

改訂後 

 

ガイドライン/マニュアル（案）を踏まえた州における予算策定プロセスが強化

される。 

 

成果6 

上位目標及びプロジェクト目標での記述改訂と同様の理由で下記の改訂を行った。 

改訂前 

 

州予算を包含した郡の計画・予算策定ガイドライン/マニュアル（案）を普及す

る体制が整備される。 

改訂後 

 

郡による資金のほか、州政府及びその他資金リソースを活用した郡の計画・予

算策定ガイドライン/マニュアル（案）を普及する体制が整備される。 

 

またPDMの欄外に本PDMで明示された「計画」とはオロミア・モデル概念のなかで示された「計

画策定過程」と同様の意味をもつことを明示した。 

 

なお、上記の改訂に伴い、PDMの他の関連部分の改訂も行われた。（付属資料改訂PDM参照のこ

と） 
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第５章 評価結果 
 

５－１ 妥当性 

（1）エチオピア側の政策及びニーズ 

エチオピアでは1995年の連邦国家設立以来、地方分権化が促進され、州レベルでは州政府

が予算策定と執行に関し自己裁量権を確立している。一方、州から郡への権限委譲に関して

は2002年以降、大幅な財政移管が開始されたほか、行政機構構造改革も実施され、郡レベル

でも郡財務経済開発局（AoFED）が設立された。これによって、郡は計画・予算策定、予算

執行に関し自己裁量権をもつことになったが9 10、郡レベルでの計画・予算策定と執行、さら

にモニタリングといった一連の行政業務を実施するうえでの人材、資金、組織能力といった

面で大きな制約を抱えている。 

本プロジェクトはエチオピア政府の係る地方分権政策と郡レベルのニーズに合致し、州か

ら郡レベルへの財政移管に伴う分権化を支えるものである。カウンターパートであるBoFED

は同政策に沿って交付金（ブロックグラント）を郡へ配賦しているが、これに伴いBoFEDは

郡レベルの正確な情報を必要としている。また郡では自らの計画策定及び予算配分の優先順

位を決定するための情報収集、及び自らの予算以外の開発事業（州事業、NGO等による事業

等）を確保するためのプロポーザル策定等に係る能力強化を必要としている。係る状況を踏

まえ本プロジェクトはエチオピアにおける地方分権政策及びニーズに合致しており、その妥

当性は極めて高いと考えられる。 

 

（2）日本のODA政策 

外務省の対エチオピア国別援助計画においては農業、水、教育、保健及び社会経済インフ

ラを重点としており、分野として「地方行政」は明示的に示されていないが、実施上の留意

事項として「地方分権の実質的な実現を促進するような支援をするためには、州、自治体レ

ベルの経営・運営力、企画力などの面での能力向上が重要である。」旨記載されている。係る

留意事項に応えるべく、本プロジェクトは郡（自治体）の能力強化を通じてセクター横断的

なサービスの質の向上に直結する協力であり、上記国別援助計画の実現に資するものである。

さらに、新ODA大綱の重点課題の1つである「持続的成長」に関しては、「地方行政の行政能

力の向上」の重要性が指摘されている。 

 

（3）手段の適切性 

本プロジェクトでは、郡レベルの計画・予算能力の向上のために、人材育成のための研修、

ワークショップなどの技術協力を通じて、計画手法、予算策定のための情報管理、開発プロ

ジェクトの財源獲得のための提案書作成、プロジェクトモニタリングの手法などの技術移転

                                                        
 

9 予算執行権限は主に基礎的サービスに関するもの。具体的なサービスの内容はセクターによって異なる。 
10 郡への権限移譲は以下に示されている。 

・Oromia Regional State Revised Constitution Proclamation No. 46 of 2001; June 2008 

・Proclamation No. 156/2010（A proclamation to Re-establish the Financial Administration of Oromia National Regional State 

Proclamation N. 88/1997）; April 2010. 

・Oromia National Regional State Financial Administration Regulation No.138/2011; October., 2011 

・Oromia Regional Government Budget Administration Directive No. FA-4/2004; February 2012 
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を行っている。また、郡レベルの事情に適した計画・予算策定能力を強化するためのガイド

ライン/マニュアルを計画策定のためのツールとして準備し、現地事情に適した手法の開発を

行い提供するとともに、ワークショップ等を通じて実践的な適用を図るアプローチをとって

いる。これら技術協力活動による手法の伝達は本プロジェクト目標を達成する手段として適

切と考えられる。 

 

５－２ 有効性 

（1）プロジェクト目標達成の見通し 

現在までに郡の計画・予算策定及びモニタリングガイドライン/マニュアル（案）が策定さ

れているものの、プロジェクト目標で構築をめざしている「モデル」の概念や成果5「州にお

ける予算策定メカニズム」の方向性を関係者間で見いだすに至ってないという点で、プロジ

ェクト目標の達成の進捗にやや遅れがみられる。その結果、有効性は限定的といえる。本調

査時に「オロミア・モデル」としてモデル概念が整理・共有化されたことにより（４－３参

照）、今後、プロジェクト目標を効果的に達成することが期待される。 

上記整理により「オロミア・モデル」は、計画自体のモデルではなく、計画プロセスのモ

デルであることが共有化されたことに伴い、成果1のガイドライン/マニュアルは、郡における

計画策定作業に活用される「ツール群」とすることが確認された。また成果5については４－

２（成果5）で示されたとおり、郡レベルの州事業に対するプロポーザル策定能力強化を図る

ことで、州の予算策定プロセスを強化し、モデルの構築に貢献することが確認された。これ

らの概念整理を踏まえ、おのおのの活動のモデルのなかの位置づけが関係者間で共有され、

オロミア州側のオーナーシップ醸成プロセスを経ることができれば、プロジェクト目標の達

成は可能と思われる。 

 

（2）プロジェクト目標と各成果の因果関係 

成果1から成果6までの各成果とプロジェクト目標との関係は、おのおのの成果で求められ

る活動の属性から表５－１のように整理することができる。成果1及び成果2は開発活動であ

り、日本人専門家チームのイニシアティブによってプロジェクト目標に掲げられている「オ

ロミア・モデル」構築のための構成要素となるガイドライン/マニュアル及び郡情報システム

の開発であり、プロジェクト目標達成の出発点となるコア・エレメントである。 

 

表５－１ 各成果の内容の属性 

成果 活動の属性 

1．ガイドライン/マニュアル 開発（手法開発・調整・文書化） 

2．郡情報マネジメント 開発（システム開発・適用・実施） 

3．郡計画への反映 検証（成果1の適用結果の検証） 

4．州による郡への支援 連携強化（州―県―郡） 

5．他のリソース 連携強化（州及び他の資金源） 

6．普及システム 制度化（州内全郡普及準備） 

 



 

－26－ 

成果3はガイドライン/マニュアルの有効性を検証するプロセスであり、パイロット郡におけ

る計画策定への反映を確認し、そこから導かれる教訓・フィードバックはガイドライン/マニ

ュアルの質の向上に資するものであるが、成果1のある程度の進捗が前提となる。成果4及び

成果5は連携強化が主眼であり、BoFED及びパイロット県・郡の役割が重要になってくる。普

及の準備にあたる成果6は、成果1から成果5までの活動と結果から、州内全郡に対して普及す

ることの有効性の確認をしつつエチオピア側によって進められるものと想定される。 

係る各成果の位置づけを踏まえ、成果1及び成果2の活動の成果が全体の成果の達成、すな

わちプロジェクト目標であるオロミア・モデルの構築の鍵を握っている、ということが示さ

れる。 

 

（3）他案件との連携 

郡レベルでの予算に関連した他の案件としてはPBS（Protection of Basic Service）がある。PBS

は世界銀行が他のドナー11の協力を得て実施している一般財政支援プログラムであるが、郡レ

ベルでの予算のアカウンタビリティを高め、地域住民への研修/啓発活動も併せて実施してい

る（下記ボックス記事参照）。現時点では特段の情報共有や連携等は行われていないが、本プ

ロジェクト及びPBSともに郡レベルでのキャパシティ強化を図っていることから、PBSとの情

報共有や連携促進は双方にとって相乗効果をもたらすと考えられる。 

 

PBSによるBudget Literacy Training（BLT） 

2008年にPBS-1を開始するにあたり、郡レベルで市民に対する財政制度の透明性を高める

ため“Budget Literacy Training”（BLT）を実施している。既に12万人の市民がワークショッ

プに参加した。BLTとは郡レベルで1.5～2日間の研修で、郡の予算の仕組み、使い方などを

市民リーダーや女性、シニア市民などを対象に教育し、予算の使い方に意見も出させるもの。

BLT研修を実施するために、MoFEDで約65名のTraining of Trainersを行い、既に3,000名のト

レーナーを養成した。オロミア州でも100以上の郡でBLTを実施した。 

BLTの活動は郡レベルで郡政府職員が市民のニーズを踏まえ、郡の予算をオープンにするこ

とを図っている。ツールとしては、公開用の財政資金テンプレート及び説明資料を作成し、

MoFEDの承認を得たうえで州から郡へ提供、言語はオロミア語以外に現地の言語にも翻訳し

ている。（世界銀行エチオピア事務所での面談より） 

 

５－３ 効率性 

（1）投入の量、質とタイミング 

JICA及びオロミア州の本プロジェクトへの投入の量、質とタイミングに関しては、おおむ

ね予定どおり効率的に実施されている。主な投入項目は、専門家、機材、C/P、執務オフィス・

設備、現地活動費及び研修プログラム（日本及びエチオピア）などであり、おのおのについ

ては下記のとおりに評価される。 

1）日本人専門家の数、専門分野及び派遣 

現在11名の専門家が従事しており、テーマによって数週間程度の現地派遣を繰り返して

                                                        
11 英国DFID、EU、AfDB 
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いる。1つの専門分野を2名で分割するなどの業務分担のため、1人当たりの業務量が制限さ

れていることと、チーム内の情報と経験の共有という面で効率性にマイナスの影響がある

点は否めない。なお、日本人専門家の派遣時期はBoFED側の繁忙期を避けるタイミングで

設定されている。 

2）供与機材の内容、種類、量及び設置 

専門家の携行機材（PC、プロジェクター等）はBoFED内のプロジェクト・オフィスに設

置され、車両も地方（県、郡）への訪問などに充分活用されている。また、郡への供与機

材（PC、プロジェクター、コピー機など）に関しては、各郡の要望をベースに設置したた

め、効率的な技術移転に活用されている。 

3）C/P人員の数、配置及び能力 

BoFEDの局長がプロジェクト・ダイレクターとなり、BoFEDのコアスタッフがアサイン

されており、C/P人員としてはレベル、数とも十分であるが、各スタッフはBoFEDの日常業

務を抱えているため多忙であり、時間的な制約がある。この点は改善が望まれる。 

4）プロジェクト・オフィスの設備、広さ及び有用性 

BoFED内7階（BoFED局長室は5階）に2室確保されており、C/Pとのコミュニケーション

を緊密にするうえで極めて有用であり、効率性を高めている。 

5）プロジェクトの現地活動費 

現地における活動、ワークショップ等の現地活動費はJICA負担で実施されている。 

6）研修プログラム、参加者、研修内容及び期間 

本邦研修はこれまで計画どおり2回開催された。エチオピア国内におけるワークショップ

等はこれまで11回開催されている。また、ワークショップ以外にJSCが3回、テクニカル・

コミッティが4回開催されている。開催地は、州都とされている東ショワ県アダマ市近辺が

多い。 

 

（2）実施組織 

BoFEDからの質問票への回答によれば、専門家の質について日本人専門家チームが、現地

事情や言語に通じていない等の指摘があった。今後は現地人材の活用などによって、コミュ

ニケーションを高め、効率とパフォーマンスを高める方策が必要がある。 

他方、BoFEDのC/Pに関しては、各人が日常業務で多忙であるため、時間的な制約があり、

プロジェクト活動への協力が十分でなかった。これに関しては、今回の中間レビューでの合

意事項の1つとして、下記の5つのテーマごとに担当者をアサインすることとなり、今後、状

況の改善が期待される。 

 

表５－２ BoFEDと合意されたC/Pのタスク 

1 Public Investment Program 

2 Planning（prioritization, participatory planning and others） 

3 Plan marketing 

4 Intergovernmental meeting 

5 Guideline/manual revision 
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５－４ インパクト 

（1）上位目標達成の見通し 

中間評価時点では上位目標（州予算を包含した州・県・郡の計画・予算策定及びモニタリ

ングモデルに見合った郡行政官の能力が向上する）が達成される見通しを示すことは時期尚

早と考えられる。 

 

（2）社会経済的インパクト（オロミア州） 

本プロジェクトが実践するアプローチは、村落（ガンダ）単位でのコミュニティの能力強

化に貢献するもので、重要な役割を果たしている。これまで道路、学校、保健ポストの建設

に際しては、受益するコミュニティが土地、原材料、役務さらに資金を供出して開発を進め

る方式が従前からとられているが（コミュニティによる財源負担は5％～20％12に相当）、トッ

プダウン的に行われていた。本プロジェクトによる郡開発計画策定プロセスは村落レベルの

住民の主体性を醸成するアプローチをとっており、結果、住民のオーナーシップの向上と、

よりニーズに合致した開発事業を進めることが可能となった。郡（アナ）及び市町村（ガン

ダ）を巻き込んだボトムアップ方式の計画策定の導入は既にパイロット郡においてインパク

トをもたらしており、今後、州内全郡への適用による地域社会経済へ正のインパクトは大き

いと考えられる。 

 

５－５ 持続性 

（1）法制度面 

オロミア州の地方分権及びそれに伴う予算配賦にかかる下記の法制度の制定が2008年から

2012年の間に行われており、これらによって本プロジェクトを支える制度面の持続性は確保

されている。 

・Oromia Regional State Revised Constitution Proclamation No. 46 of 2001; June 2008 

・Proclamation No. 156/2010（A proclamation to Re-establish the Financial Administration of Oromia 

National Regional State Proclamation No. 88/1997）; April 2010 

・Oromia National Regional State Financial Administartion Regulation No. 138/2011; October 2011 

・Oromia Regional Government Budget Administration Directive No. FA-4/2004; February 2012 

 

（2）組織・財政面 

開発資金の財源に関しては、郡の自前予算のほかに州セクター局の事業やNGO等の外部リ

ソースによる事業の獲得に係る能力強化をプロジェクトのスコープに含めており、これが実

現すれば高い持続性が確保されるものと考える。 

またオロミア・モデルに基づいたガイドライン/マニュアルの全州普及のためには、州政府

から県を通じて郡レベルに的確に普及されるような組織体制及び財政面の整備が必要である。

このためには州の県レベルでの代行機関であるZoFEDの機能強化（情報機器、郡への訪問調

整のための費用面など）が持続性の観点からも重要である。 

                                                        
12 ジンマ県におけるヒアリングによる。また、東ショワ県でのヒアリングによると、道路建設に関して25％がコミュニティの

参加によっており、コミュニティによる負担が州（50％）及び郡（25％）の予算配賦の条件となっている。 
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（3）技術的側面 

本プロジェクトのパイロット活動を通じて、BoFED、県、郡における講師などの人材の育

成は本邦研修及び現地ワークショップを通じて図られているが、今後は更にプロジェクト提

案書作成、計画マーケティング、中期ローリング計画など新たなテーマを取り込み、普及人

材の育成を図る必要がある。 

 

５－６ 結論 

これまでの活動を通じてパイロット活動（成果3）を通じたガイドライン/マニュアル（案）の策

定（成果1）、収集するべき情報項目の整理（成果2）が行われ、また州や県による支援体制も強化

されていることが確認された（成果4）。一方でプロジェクト目標において構築をめざしている郡

の計画・予算策定・モニタリングに係る「モデル」の概念が明確に整理されていなかったことに

より、州の予算プロセスへの取り組みについての成果（成果5）を得ることができなかった。更に

ガイドライン/マニュアルの質に係るパイロット郡における実際の計画の質の変化については現時

点で確認されていないこと、現行のガイドライン/マニュアル案に対するBoFED側の評価が必ずし

も高くなく、オーナーシップが醸成されているとはいえない状況にあることから、有効な「モデ

ル」を構築する本プロジェクトの目標の達成に関しては予断を許さない状況にある。 

今後は、本調査で概念整理・合意された「オロミア・モデル」に基づいてガイドライン/マニュ

アルの質を更に向上させること、州と郡の役割を踏まえ、両者の有機的な関係を構築すること、

オロミア側のオーナーシップの向上をめざすプロセスを図ることにより、プロジェクト目標は達

成することができると考えられる。 

なお、今後、プロジェクトが果たすべき活動の詳細については、本調査時に先方政府と合意し

ている。合意された事項は第6章を参照。 
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第６章 提言 
 

上記調査結果を踏まえ、プロジェクト目標を達成するための方策として、以下の事項について

BoFEDと合意した。 

 

 （1）「モデル」の概念 

本プロジェクトがめざすモデル（オロミア・モデル）の概念を確認（４－３参照）。同概念

に基づき、ガイドライン/マニュアルはこのモデルを構築するために必要不可欠なプランニン

グツールであることを確認。 

 

 （2）実施体制 

＜エチオピア側＞ 

・ガイドライン/マニュアルがカスタマイズされ、モデルを普及させるためには、BoFEDのC/P

のより一層のコミットメントが不可欠であることから、今後の実施体制として新たに整理

された5つのタスクに基づき、BoFEDの窓口担当C/Pを任命する（C/P担当表は付属資料2ミ

ニッツ内ANNEX6参照）。 

＜日本側＞ 

・JICAは現地人材のアドバイザーを雇用し、プロジェクト活動の質を確保するためにJICA事

務所、BoFED及びJICA専門家チームへの技術的な支援を行う（候補者については8月中に

BoFEDよりJICA事務所に対して連絡する）。 

 

 （3）実施体制PDM及びPOの改訂 

・オロミア・モデルの概念に沿って付属資料1のとおり改訂する。 

 

 （4）成果1達成のための重要事項 

JICA専門家チームはオロミア・モデルに基づいてガイドライン/マニュアルを改訂・増補し、

郡における計画策定に役立つカスタマイズされたプランニングツール群として開発する。改

訂・補強が必要なガイドライン、マニュアルは以下のとおり。 

・Guideline 

・Manuals（ Participatory Planning, 3-year rolling plan, Socio-economic data sheet, Project 

information sheet, Project proposal, Plan Marketing, SWOT Analysis method etc.） 

 

 （5）成果2達成のための重要事項 

・BoFEDによる郡レベルのデータ・情報に対する明確なニーズを踏まえ、JICA専門家チーム

はBoFEDのニーズ、とりわけデータ・情報の内容、精度、報告のタイミング、報告フォー

ム（電子フォームを含む）について詳しいニーズを確認し、BoFEDと合意のうえでデータ

の内容について改訂する。 

・BoFEDにおいて収集した郡レベルの情報を集計及び分析するためのデータマネジメント整

備のニーズがあることを踏まえ、JICA専門家チームは汎用型の電子情報の集計・分析シス

テムの活用を念頭においた支援を検討する。 
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・既に開発したプロジェクト情報シートと郡から州への既存の報告フォームとが並存する問

題については、その事務的負担を軽減するため、普及段階ではフォームの統一を図る必要

がある。 

 

 （6）成果3及び成果4達成のための重要事項 

・JICA専門家チームはEFY2005及びEFY2006のパイロット郡の計画を分析し、ガイドライン/マ

ニュアルによって適用した計画手法の反映状況を確認し、これに係るフィードバック結果

を改訂中のガイドライン/マニュアルに反映させる。 

・JICAはパイロット郡の計画策定活動を支援・モニターするうえで必要な県の活動を支援する

ための方策を検討する（PC、移動費、日当の支援等）。 

・そのほか、郡における計画策定や村へのモニタリングのための機材としてPCやオートバイ

などの交通手段が不足していることを確認。 

 

 （7）成果5達成のための重要事項 

成果5に関しては、その表記を下記のとおり改訂する。 

 

「ガイドライン/マニュアル案を踏まえた州における予算策定プロセスが強化される。」 

 

 （8）成果6達成のための重要事項 

オロミア・モデルの普及のためには、開発されるガイドライン/マニュアルがカスタマイズ

化される必要がある。このため、日本人専門家チームはBoFEDと緊密に相談し、活用される

ガイドライン/マニュアルの作成を図る。 

 

 （9）上位目標達成のための重要事項 

PDMの外部条件に示されているように、オロミア・モデルの普及のためにはBoFEDによる

ガイドライン/マニュアルの州内全郡への普及の承認、普及のための研修、予算措置などが必

要であり、これはBoFEDのイニシアティブによって進められる。 
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第７章 団長所感 
 

団長所感は以下のとおりである。 

 

 （1）本事業の戦略的意義 

本事業は、エチオピア連邦最大の州（日本「国」に相当）であるオロミア州の法的に独立

した自治体である郡（日本の「市町村」に相当）を、開発計画作成・予算策定・実施状況モ

ニタリング等の制度・人材面で強化せんとするものである。オロミア州は日本にとっても他

ドナーにとっても、対エチオピア資金・技術協力の中核であり、そのサービス・デリバリー

の主体である郡の計画・予算制度改革を掌握することは、戦略的な観点から極めて意義深い。

本事業にJICAが協力していることは、日本にとって強い優位性となる。この点は、改めて大

使館公使等と認識を共有した。 

 

 （2）オロミア州側のコミットメント 

本事業のC/P責任者であるオロミア州財政・計画局長（大臣に相当）・副局長は、事前評価

時から交替しているが、財源・権限の郡への移譲方針に変更はなく、また、①郡開発計画を

実現するために（州からのブロックグラントを含む）郡予算だけでなく、州（のセクター別）

予算を最大限活用することの重要性から、本事業が郡の強化を直接の対象としたものであり

つつ、当然州予算策定過程の改革に踏み込むべきこと、②郡レベルの強化が州レベルにも大

きな便益を与えること、③パイロット郡での実証を経て州内全郡に新しい制度を展開し、そ

れに応じた人材を育成するのは州の責任であることなど、前任者とわれわれとの共通理解を

正しく引き継いでいる旨を確認できた。C/Pの本事業及び日本人専門家チームへの期待は引き

続き高い。 

 

 （3）専門家チームのパフォーマンス 

他方で、残念ながら、専門家チームのこれまでのパフォーマンスは十分にこの期待に応え

ているとはいい難い。事業開始以来、モデル概念の整理・共有化が図られなかったこと、こ

れにより結果として成果5に係る成果を得られなかったこと、その他一部C/Pよりガイドライ

ン/マニュアル案の専門家の質に懸念が示されたことは銘記すべきである。 

今次中間レビューの結果を踏まえ、今後改善されることが肝要である。 

 

 （4）中間レビューでの対応 

上記を踏まえ、今次中間レビューでは、オロミア州側の立場を再確認しつつ、日本の技術

協力のこれ以上の進捗の遅れと品質の低下を回避するため、①関係者の共通認識を明確化す

る「オロミア・モデル」コンセプト（州セクター予算とのかかわり方、計画制度そのものの

改革から計画策定過程の改善への軸足移行等）の文書化、②PDM/POの改定、③関係者特に、

専門家チームが速やかに行うべき事項の整理などを、M/M上で明記した。その内容をここで

繰り返すことは避けるが、日本側関係者はM/Mそのものを熟読したうえで的確に理解し、そ

の迅速かつ確実な実行を期さねばならない。また、JICAは直接C/Pと日常的に接触し、事業進

捗とその品質とを管理すべきである。更にJICAは、本調査結果を踏まえ次期契約の仕様作成
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にあたって細心の注意を払う必要がある。 

 

 （5）本質的な課題 

M/Mに記載されているが、県・郡のロジスティクスを改善することは、本事業による制度・

人材の強化を実効あるものとする大前提である。移動手段の供与等オロミア側の要望を少し

でも実現するべく、JICAは真剣かつ前向きな検討を行うべきである。欧米と日本との援助が

圧倒的であった時代は遠く過去のものとなり、中国をはじめとする新ドナーの伸張は著しく、

途上国のドナーを見る眼は益々厳しい。JICAも旧弊を捨てて、顧客（途上国国民）サービス

向上への改革と国際競争力の維持に努めないと、近い将来世界中の誰からも見向きもされな

くなるであろう。ロジスティクスへの支援とともに、日本人専門家チームを監督することも

また、この一環であることを忘れるべきではない。 

 

 

 



付 属 資 料 

 

１．PDM（改訂版、改訂前） 

 

２．ミニッツ（合同評価報告書） 

 

３．評価グリッド 
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